（不様式第11号）

令和　　年　　月　　日

岩手県労働委員会会長　　様

被申立人

所在地又は住所　
名称又は氏名　
代表者役職氏名　
答弁書
岩労委令和　　年（不）第　　号　
　　　　　　　　　　　　　事件　
上記事件につき、下記のとおり答弁します。

記

第１　請求する救済の内容に対する答弁

　　
第２　不当労働行為を構成する具体的事実に対する答弁

　１　当事者について

　　
　２　本件不当労働行為を構成する具体的事実等について

　　
（不様式第11号）【答弁書記載例】
令和○○年○○月○○日

岩手県労働委員会会長　様

被申立人

所在地又は住所　○○市○○町○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　名称又は氏名　○○株式会社　　
代表者役職氏名　代表取締役　○○○○
答弁書
岩労委令和○○年（不）第○号　

○○○○○○○　事件　

上記事件につき、下記のとおり答弁します。

記

第１　請求する救済の内容に対する答弁

　　  本件救済申立てを棄却するとの命令を求める。

第２　不当労働行為を構成する具体的事実に対する答弁

　１　当事者について

　　(1) 第１項については認める。

　　(2) 第２項については認める。

　２　本件不当労働行為を構成する具体的事実等について

【団体交渉拒否（労働組合法第７条第２号）の場合の一例】

　　(1) 第１項のうち、団体交渉の申入れがあった事実及び○○と回答した事実は認めるが、団体交渉に応じなかったとする主張については争う。組合の団体交渉要求時期が前期決算資料の作成時期に当たり、業務多忙であったことから、日程調整が困難であったものである。

　　(2) 第２項については争う。

　　　  上記のとおり、当時、決算期に当たり事務が多忙であったためであり、団体交渉を開催しなかったのは正当な理由がある。

　
【不利益取扱い（労働組合法第７条第１号）の場合の一例】

　　(1) 第１項中、団体交渉に応じなかったとする主張については上記のとおり争う。また、ストライキの事実は認めるが、組合が臨時大会を開催し、スト権を確立した事実については不知。
　　(2) 第２項については認める。

(3) 第３項については争う。

　　　　申立人が行ったストライキは○○○○により違法なものであり、被申立人が行った○○処分に違法な点はない。

したがって、上記処分は組合員に対する不利益取扱いには当たらない。

【支配介入（労働組合法第７条第３号）の場合の一例】

　　(1) 第１項について、社長が発言した客観的事実は認めるが、社長の発言は、○○○○という趣旨であり、このことによって組合の運営に支配介入しようとしたものではない。

　　(2) 第２項については否認する。

管理職が組合員に対し、「○○」と発言した事実はない。

(3) 第３項については認める。

(4) 第４項については否認ないし争う。

組合は会社の経営状態を無視した過大な賃上げ要求を続け、その執行部の方針に疑問を持つ従業員が自らの意思で組合を脱退したものであり、被申立人の管理職が脱退を勧奨した事実はない。
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